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暴力団排除に関する誓約書
このたびの先端設備等導入計画の申請にあたり、私（役員を含む。）は、下記のいずれにもに掲げる暴力団関係者に該当しないことを誓約します。

また下記のいずれかに該当すると判明し、先端設備等導入計画の認定を取消された場合には、取消により損害が生じてもその損害の賠償請求は行いません。

記

１　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号　以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団でないこと。

２　暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。

３　次に掲げる暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有するものでないこと。

	(1) 暴力団員が役員等となっている団体

(2) 暴力団または暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき

(3) 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用、使用している団体

(4) 役員等または使用人が、暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、もしくは関与していると認められるとき

(5) 役員等または使用人が自己もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもって、暴力団または暴力団員を利用するなどしたと認められるとき

(6) 役員等または使用人が暴力団または暴力団員と密接な交際を有し、または社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき


